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水熱反応を利用 した汚泥削減化システムの基本設計に必要な水熱反応条件に関する知見を得ることを目的とし, 水

熱反応温度, 反応時間および注入汚泥濃度が, 汚泥の可溶化, 低分子化, ガス化の各特性に及ぼす影響, 水熱反応温

度が, 可溶化液の生分解性に及ぼす影響について検討 した. その結果, (1)汚泥の水熱反応は, 先ず汚泥が溶解化し, 

次に溶解成分のガス化が進行する逐次反応であること, (2)反応温度が高いほど, 反応時間が短 くなること, (3)150℃

(0.6MPa)以 上の水熱反応により, 汚泥の約85%が 可溶化されること, (4)反 応温度が高くなるにしたがって低分

子化が進行し, 可溶化液の生分解性はわずかに増加すること, (5)可溶化液と人工下水の混台液は, 微生物を馴致する

ことにより6時 間程度で分解され ること, を明 らかにした. 
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1. は じめに

 下水処理施設から排出される汚泥量は下水道の普

及に伴い着実に増加 している. この汚泥のほとんど

が埋立処分されてお り1), 近年, 埋立地の確保が難

しくなるとともに処分費が高騰 していることから, 

解決策の一つとして汚泥削減化技術の開発が必要と

なっている. 汚泥削減化技術としては, 最近, オゾ

ン2)や水熱反応3), 高速回転ディスク4), 湿式ビーズ

ミル5), 好熱細菌6)などを用いて物理化学的あるいは

生物学的に汚泥を可溶化処理し, その処理液を再度

生物処理することにより微生物由来の汚泥を削減す

る技術が注目を集めている. この中で, 水熱反応を

利用する技術は, 亜臨界域の高温高圧水の加水分解

反応によって汚泥を低分子化 し, 可溶化する技術で

ある3). 

 水の374C, 22.1MPaの 状態を臨界点と呼ぴ, 臨

界点以上の水を超臨界水といい, 気体と液体の海面

が消失する. また, 臨界点以下の水を亜臨界水とい

い, 酸 ・アルカリの性質が極めて強く加水分解能を

有する7),8). 従来の高温高圧水を利用した汚泥処理技

術には, 液状化, 油化, 原料化および湿式酸化があ

る. 液状化9)は低温で生物細胞を破壊し, 細胞質を

漏出させて脱水汚泥等を流動化することによりパイ

プ圧送や噴霧焼却等操作性の向上を図る技術である.

油化10)は炭酸ナ トリウム等の触媒存在下の亜臨界水

で, 脱水汚泥を加水分解して低分子化 し, さらに, 

脱炭酸 ・脱アミノ ・再結合等により適当な分子量の

炭化水素成分に富む油状物質を生成させる技術であ

る. 原料化は, 汚泥を亜臨界水により糖 ・アミノ酸 ・

脂肪酸等に加水分解 し, 工業原料として利用する技

術である. 湿式酸化11)は亜臨界水または超臨界水で, 

酸素や過酸化水素等の酸化剤と反応させ, 汚泥を水, 

二酸化炭素, 窒素酸化物等へ無機化する技術である. 

しかし, 一般に酢酸, アンモニアまでは容易に酸化

されるが, 二酸化炭素や窒素酸化物にまで完全に酸

化するには触媒が必要である. 

 著者ら3)は, 装置化や運転エネルギーを考慮 して, 

臨界点以下の水熱反応 と生物処理を組み合わせた

『水熱反応を利用 した汚泥削減化システム』(以下, 

本システムと略す.)の 開発を行っている. 本システ

ムは図一1に 示すようなフローとな り, その原理は

次のようになる. 活性汚泥は多数の微生物により構

成されており, 微生物の細胞は細胞質と外側を包む
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細胞壁からできている. 細胞質は比較的分解され易

いが, 細胞壁は難分解性の高分子からできており, 

通常の生物機能による代謝分解は困難であるが, 亜

臨界域での水熱反応を利用することにより, 易生物

分解性の物質へ低分子化・可溶化することができる. 

本システムは, この可溶化液を生物槽へ返送 して微

生物により分解させるものである. 

 本システムでの低分子化 ・可溶化 とは, 汚泥を構

成する微生物細胞の基本単位分子である糖 ・アミノ

酸 ・脂肪酸等への完全な分解ではなく, 難分解性の

生体高分子物質を微生物で代謝可能な分子サイズに

まで解重合することであるので, 水熱反応の温度 ・

圧力を低 くできるのが特徴である. しかしながら, 

実際に下水処理場汚泥を対象に検討 した例は少なく, 

どの程度の水熱反応条件で汚泥を可溶化処理すれば

良いかわかっておらず, また, 水熱反応による汚泥

の可溶化特性や可溶化液の生分解性についてはほと

んど明らかにされていないのが現状である. 

 そこで本研究では, 水熱反応を利用した汚泥削減

化システムの基本設計に必要な水熱反応条件に関す

る知見を得ることを目的とし, 下水処理場の返送汚

泥を可溶化処理 した場合における, 水熱反応温度, 

反応時間および注入汚泥濃度が, 汚泥の可溶化, 低

分子化およびガス化の各可溶化処理特性に及ぼす影

響について検討した. また, 本システムでは, 水熱

反応によって処理された可溶化液を生物槽に返送し

て生物分解することか ら, 水熱反応温度が可溶化液

の生分解性に及ぼす影響についても検討 した. 

2. 水熱反応 による汚泥の可溶化処理特性

(1)概 説

 ここでは, 水熱反応を利用 した汚泥削減化システ

ムの基本設計に必要な亜臨界域での水熱反応条件に

関する知見を得ることを目的とし, 下水処理場汚泥

を可溶化処理した場合における, 水熱反応温度, 反

応時間および注入汚泥濃度が, 汚泥の可溶化, 低分

子化およびガス化の各可溶化処理特性に及ぼす影響

ついて検討 した. なお, 亜臨界域では液相と気相の

2相 が存在するので液相および気相の両反応が起こ

る. 液相ではイオン反応である加水分解反応が主体

であるが, 気相ではラジカル反応が主体で熱分解, 

再結合, 脱水縮合, 脱炭酸等の各反応が同時に進行

する. 反応容器内の水の充填率, 反応温度, 反応時

間, 共存する無機イオン等により異なるが, 水熱反

応温度が高 くなるほど, 気相反応が激 しくなり, 油

状物質 ・炭化物の生成や揮発性有機低分子物質の生

成量が多くなる. 本システムでは, 汚泥を構成する

細菌等の細胞を加水分解 して低分子化 ・可溶化する

ことが目的であるので, 熱分解, 再結合, 脱水縮合, 

脱炭酸等のラジカル反応は副反応となる. ガス化と

は副反応によって生じた炭酸ガスや揮発性有機低分

子物質が生じることをいう. 

(2)実 験方法

a)回 分式水熱反応装置および水熱反応条件

 図一2に 示す回分式水熱反応装置を用いて汚泥の

可溶化処理実験を行った. 反応装置は容積100mL

のインコネル製反応容器にスチール球を入れたもの

である. これを振とう機に取 り付けて反応液を撹搾

し, 反応の促進と温度分布の均一化を図った. 反応

装置内の圧力は, 液相での加水分解を促進させるた

め, 図一3に 示すように水の飽和蒸気圧より高い圧

力とした. 昇温時間は約30分, 冷却時間は約30分

とし, 昇温終了から冷却開始までの反応を保持 した

温度, 時間をそれぞれ反応温度, 反応時間とした. 

 供試汚泥は, 表-1に 示す性状の下水処理場(標

準活性汚泥法, 最初沈殿池あ り)の 返送汚泥を用い

た. 反応容器に汚泥を50mL注 入し, 表一2に 示す

条件で実験を行った. 実験1で は, 各反応温度にお

ける可溶化処理特性を検討するために, 反応時間を

60min, 汚泥濃度を10,000mg/Lと し, 反応温度を

120～360Cに 変化させて実験を行った. 実験IIでは, 

各反応時間における可溶化処理特性を検討するため

に, 実験II-1で は反応温度を150C, 汚泥濃度を

10,000mg/Lと し, 反応時間を10～120minに 変化さ

せて実験を行い, 実験II-2で は反応温度を330C, 

汚泥濃度を10,000mg/Lと し, 反応時間を0～120min

に変化させて実験を行った. 実験IIIでは, 各注入汚

泥濃度における可溶化処理特性を検討するために, 

反応温度を150C, 反応時間を60minと し, 汚泥濃

度を約5,000～31,000mg/Lに 変化させて実験を行っ

た. また, 実験II, 実験IIIの実験条件は, 実験1の

結果を参考に設定した. 

図 一1 本 シス テ ム の フロ ー
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b)分 析方法

 本研究では, 水熱反応後の可溶化液をGF/Cろ 紙

(粒子保持能力1.2μm)で ろ過 し, ろ紙に阻止さ

れた物質を懸濁性物質, 通過 した物質を溶解性物質

とした. 分析項目およびその方法を以下に示す. 

 SSお よび溶解性BOD5(D-BOD5)は 下水試験方

法に準拠して測定した. 全有機炭素(TOC)お よび

溶解性有機炭素(DOC), 懸濁性有機炭素(POC)は

全有機炭素計(島 津製作所, TOC-5000A)を 用い

て測定した. 全糖は硫酸一フェノール法12)によって

測定した. 溶解性有機物の分子量分画は, Sephadex g
-25fine(排 除限界5 000Da)を 担体とするゲルろ

過により行った. ゲルろ過の諸条件を表一3に 示す. 

(3)実 験結果および考察

a)各 水熱反応条件における残留SS量

 図一4に 各反応温度における残留SS量 を示す. 反

応前の汚泥(SS)量 が500mgで あるのに対し, 反

応温度が150℃か ら可溶化液の残留SS量 は約75

mgに 減少し, 汚泥の約85%が 可溶化している. ま

た, 反応温度が150℃以 上の条件においても同様の

結果であった. このことは, 汚泥中のSS成 分のほ

とんどが150Cの 反応温度で分解を受け, 可溶化さ

れることを示している.

 図-5に 各反応時間における残留SS量 を示す. 反

応前の汚泥量500mgに 対 し, 反応温度が150Cの

場合, 反応時間を長くするとともに残留SS量 は減

少 し, 反応時間が60minか ら可溶化液の残留SS量

は約75mgに 減少した. その後は, さらに時間を長

くしても残留SS量 に大きな変化は見 られなかった. 

このことは, 反応温度が150Cの 場合, 汚泥中のSS

成分のほとんどが, 60minの 反応時間で十分に可溶

化されることを示 している. 次に, 反応温度が

330Cの 場合, 反応時間が0min(温 度が330Cに

到達 した瞬間に冷却)か ら可溶化液の残留SS量 は

約75mgに 減少しており, その後, さらに時間を長

くしても同様の結果であった. このことは, 反応温

度が高いほど反応が速 く進むことを示してお り, 昇

温 ・冷却中に反応が進み, 汚泥が十分に分解された

と考えられる.

 図-6に 各汚泥濃度における水熱反応前の汚泥量

に対する反応後のSS量 の比(以 下, 残留SS比 と略

す.)を 示す. 汚泥濃度20,000mg/L以 下を試料とし

図一2 回分式水熱反応装置

図一3 温度 と圧力の関係

○ 実験圧力
□ 純水の飽和蒸気圧

表 一1 汚泥の性状

表一2 可溶化処理実験の実験条件

表一3 ゲル ろ過の諸条件
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た場合, 残留SS比 は0.2前後であったが, 20,000mg/L

以上では0.45前 後となり, 可溶化 しにくくなること

がわかった.

b)各 水熱反応条件におけるTOCの 物質収支

 汚泥の水熱反応に及ぼす因子として, 反応温度, 

反応時間, 反応容器内の試料混合物の充填率, 汚泥

濃度等が上げられる. 本実験では, 反応容器内の汚

泥混合液の充填率を50%と した. 反応温度, 反応時

間および汚泥濃度の各因子を変化させて水熱反応後

の固形成分, 溶解成分およびガス成分の各成分につ

いての物質収支をTOCで 示したものが図一7～9で

ある. GOC(ガ ス状TOC=初 期TOC-POC-

DOC)に は, ガス状有機物の他に有機物の脱炭酸化

により生 じた二酸化炭素等の無機炭素も含まれる. 

図一9に ついては, 汚泥の注入量(濃 度)が 異なる

ので, 初期TOCに 対する比率で示した. 

 反応時間60min, 汚泥濃度10,000mg/Lの 実験条

件での反応温度の影響については, 温度上昇ととも

に固形成分が急激に減少し, 150C以 上でほぼ一定

となっている. 溶解成分は温度上昇とともに増加 し

て180～210Cで 最大に達し, それ以上の温度では

減少している. ガス成分は150Cま では急激に増加

しているが, 150～240Cで 増加率が減少し, 240C

以上でガス成分が再び増加 している. 

 反応温度150C, 汚泥濃度10,000mg/Lの 実験条

件での反応時間の影響については, 固形成分は反応

時間とともに急激に減少し, 60min以 上では減少率

が低下している. 溶解成分は10min以 内で急激に増

加し, その後の増加率は減少している. ガス成分は

反応時間とともに一様に増加 している. 反応温度

330C, 汚泥濃度10,000mg/Lの 条件での反応時間

の影響については, 反応時間0minで も反応がかな

り進行してお り, 反応温度150Cで120min反 応さ

せた場合よりも水熱反応が進行 している. なお, 本

実験では所定温度までの昇温時間が30min, 設定温

度に達してからの保持時間を反応時間とし, 所定の

保持時間を経過 してから約30min冷 却して常温付近

まで下げた. したがって, 昇温および冷却の過程で

も水熱反応が進行している. 反応温度が高 くなるほ

ど, 昇温 ・冷却過程における水熱反応の割合が高 く

なることが考えられる. 

 反応温度150C, 反応時間60minの 実験条件での

汚泥濃度の影響については, 汚泥濃度が低 くなるほ

ど固形成分の割合が減少し, 18,000mg/L以 下ではほ

ぼ一定となっている. 溶解成分の割合は本実験条件

の範囲内ではほぼ一定である. ガス成分の割合は汚

泥濃度の減少とともに増加して, 18,000mg/L以 下で

はほぼ一定となっている. 

 以上の反応温度, 反応時間および汚泥濃度をそれ

ぞれ操作因子とする汚泥の水熱反応に及ぼす影響に

ついての実験結果は, 多少の異差は認められるもの

の, いずれも操作因子の変化に伴って固形成分が減

少し, 溶解成分は増加 して減少し, ガス成分は増加

している. このことから以下の結論が得られる. 汚

泥の水熱反応においては, 先ず, 加水分解反応によ

り汚泥の構成物質が低分子化されて溶解し, 次に溶

解成分のガス化が進行する逐次反応である. ここで, 

溶解成分がどの様な成分であるかはこの実験では不

明であり, 今後, 成分分析を行う必要がある. また, 

ガス成分はおそらく前述したように, 気相でのラジ

カル反応による熱分解, 再結合, 脱水縮合, 脱炭酸

等によって生 じた炭酸ガス, 揮発性有機低分子物質

等が考えられるが, ガス成分の分析も行っていない

図一4 各反応温度における残留SS量(実 験1)

□ 反応後のSS量
○ 反応前のSS量

反応時間:60min
汚泥濃度=10000mg/L
注入量:50ml

図一5 各反応時間にお ける残留SS量(実 験II)

□ 反応後のSS量(150℃)

○ 反応後のSS量(330C)

○ 反応前のSS量

汚泥濃度:10000mg/l
注入量:50ml

図一6 各汚泥濃度 にお ける残留SS比(実 験III)

反応温度:150C
反応時間:60min

24



ので, 今後の検討課題である. さらに, Na+, K+, 

Ca2+, Mg2+, Ba2+, NH4+お よびHCO, CO塾等の共存

イオンが水熱反応を促進し, 汚泥処理操作における

反応温度の低下や反応時間の短縮に効果がある13)こ

とが知られてお り, 個々の処理施設の汚泥により水

熱反応の状況も異なることが予想される. なお, 図
一9に見られる汚泥濃度の影響については, 汚泥量が

多いので逐次反応の初期過程である汚泥の溶解化に

時間を要すること, および, 触媒作用を有する共存

イオン(濃 度一定)と 汚泥(濃 度変化)と の量的比

率が異なること等の理由が考えられるが, 今回の実

験結果のみから考察することは困難であり, 汚泥濃

度の影響についてはさらに検討を要する課題である. 

c)各 水熱反応温度における溶解性有機成分の質変

 化

 図一10は 反応温度150C, 180Cお よび330℃

で汚泥を可溶化処理 したときの, 可溶化液中有機物

の分子量分布を示 したものである. 反応温度が

150Cの 場 合, 可 溶 化液 成 分 の ほ とん どが

Frac. No. 25以 下(ポ リエチレングリコールで分子量

約4,000Da以 上に相当)に出現 した. このことから, 

150Cの 可溶化液は比較的分子量の大きい成分で構

成されていることがわかった. しか しながら, 180C

においては, Frac. No. 25以 下の成分は少なくな り, 

ピークの位置は150Cの ときと比べてフラクショ

ンの後段に移動し, 330Cに おいてはFrac. No.40～

50付 近(ポ リエチレングリコールで分子量約1,000

Da以 下に相当)の成分が約半分を占めるようになっ

たことから, 反応温度が高いほど可溶化液中の成分

は, より低分子化されることがわかった. 以上のこ

とから, 反応温度が高くなるに従い, 有機化合物の

結合が弱い順に分解を受け, 可溶化液中の有機物は

低分子化されることが示唆された. 

 図-11に 各反応温度における溶解性物質中の全

糖を測定した結果を示す. 各反応温度における溶解

性の全糖は, 反応前と比較すると高い値を示し, 反

応温度が180C以 下では, 温度上昇とともに値が大

きくなってお り, 反応温度が180Cの とき最大とな

った. しかしながら, 反応温度が180Cよ り高い条

件においては, 全糖は可溶化液中にほとんど存在 し

なくなることがわかった. これは, 200C前 後で糖

の分子環の開裂反応が起こったためと考えられる. 

 図一4～9お よび図-10, 11の 結果より, 水熱反応

によって微生物細胞内の生体高分子物質(多 糖, タ

ンパク質, 核酸, ポリリン酸等)が 加水分解され, 

これらの高分子物質の単量体またはそれらの低重合

体へ解重合されて可溶化 したと推察される. 生体高

分子物質の中でも細胞壁(ペ プチ ドグリカンと呼ば

れる多糖鎖が短いペプチ ド鎖で架橋された複雑な構

造)成 分は特に生物分解が難しいといわれているが, 

水熱反応を利用することで容易に低分子物質へ分解

できることが示唆された.

 また, これまでに報告した研究14)において, スキ

ムミルクに無機塩類を加えた人工下水を原水 とする

活性汚泥法の余剰汚泥を用い, 反応時間60min, 汚

泥濃度10,000mg/Lの 実験条件で各反応温度におけ

る溶解成分を液体クロマ トグラフ法により分析 した

ところ, 以下の結果が得られている. 汚泥の低分子

化に伴って生成した物質は, 各種のオリゴ糖 ・単糖

およびその分子環が開裂したもの, ポリペプチ ド, 

アミノ酸, 有機酸等であった. 生成 した各低分子物

図一7 各反応温度にお けるTOCの 物質収支(実 験1)

■POC

△DOC

○GOC

図一8 各反応 時間におけるTOCの 物質収支(実 験II)

反応温度150℃ 反応温度330C
■POC

○DOC

○GOC

図一9 各汚泥濃度 におけるTOC/初 期TOCの 比

 (実験III)

■POC

○DOC

○GOC
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質の一部についてその濃度(相 対量)を 調べたとこ

ろ, 180C付 近からこれらの低分子物質が生成し, 

これらの濃度は温度上昇とともに増加した. これら

の低分子物質の中には, 増加 して減少したものもあ

った. さらに, 低分子物質の総量(相 対量)を 調べ

たところ, 総量は200C付 近から急激に増加 し, 

270C以 上でほぼ一定となった. さらに, 反応液中

のリン濃度を測定 したところ, 100Cか ら急激にリ

ン濃度が増加し, 180C以 上では汚泥中のリンはす

べて溶出してオル トリン酸態として存在した. また, 

アンモニアについては, 160Cか ら検出され, 温度

上昇とともに一様に増加した. 200Cに おいてオル

トリン酸とアンモニアのモル比が1:1で, これ以上

の温度ではアンモニアのモル濃度がリン酸よ り高 く

なった.

 次に, 可溶化液の低分子化にともなう生分解性の

変化について検討してみると, 図一12に 示す各反応

温度におけるD-BOD5/DOCの 結果から, 反応温度が

高 くなるとD-BOD5/DOCの 値がやや高 くなる傾向

がみられ, 反応温度が高いほど生分解性が改善され

ている. しかし, 生分解性の反応温度による影響は

大きいものではないと推察される. 

d)水 熱反応条件の検討と処理コス ト

 水熱反応条件を決める上で考慮 しなければならな

い点を以下に示す. 

(1)汚泥が水熱反応により十分に可溶化されること. 

(2)可溶化液の生分解性が高いこと. 

(3)装置化および維持管理面から, 反応温度および圧

 力が低いこと. 

(4)コス ト面から, 反応時間が短く, 注入汚泥濃度が

 高いこと.

 以上の点を考慮に入れて水熱反応条件を検討する

と, 2.3.a～2.3.cの結果から, 汚泥が約85%可 溶化さ

れる反応温度は150C(反 応圧力0.6MPa)以 上で

あり, この温度以上では, 固形成分の量, 溶解成分

の量に大きな違いが無いことが明らかとなった. し

かしながら, 全糖および分子量分画の結果か ら, 

200C前 後で可溶化液の低分子化が進行することが

示唆され, さらに, 反応温度によって可溶化成分が

異なることが明らかとなった. このことか ら, 150
～200Cの 比較的低温での可溶化液 と240～360C

図一10 各反応温度における可溶化液中

 有機物の分子量分布

■150C

○180C

○330C

一可溶化液 を約20倍 希釈 一

図一11 各反応温度 にお ける溶解性物質中の全糖

□ 反応後の全糖

○ 反応前の全糖

反応時間=60min
汚泥濃度:10000mg/L
注入量:50ml

図 一12 各 反 応 温度 にお け るD-BOD5/DOCの 比

26



の可溶化液では, 生分解性が異なる可能性が示唆さ

れた.

 反応時間については, 比較的低温(150C)で の

水熱反応においては, 十分な可溶化液を得るために

は60min以 上の反応時間が必要であるが, 高温の場

合では昇温, 冷却中に反応が十分進むため, 反応時

間はほとんど考慮する必要がない. 

 反応に供する汚泥濃度は, 反応時間60minの 条件

下で汚泥の約85%の 可溶化を考えた場合5,000～

20,000mg/Lが 適当であ り, 返送汚泥, 濃縮汚泥など

が適用可能である. 

 以上の結果から, 装置化および維持管理を考慮し

た反応温度, 反応時間を決定することになるが, 比

較的低温での可溶化液と高温での可溶化液の生分解

性についてはさらに検討する必要がある. 

 ここで, 20,000mg/Lの 余剰汚泥を150C, 60min

水熱反応処理するときの汚泥処理コス トを試算する

と次のようになる. なお, 水熱反応処理装置は, 連

続処理装置とし, 汚泥導入部, 加熱部, 反応(温 度

保持)部, 冷却部, 減圧部から構成されるものとし, 

加熱部と冷却部との間で熱交換を行うものとする.

もし, 仮に装置の保温が完全で, 冷却と加熱との熱

交換率が100%で あれば, 水熱反応装置の運転コス

トは汚泥導入部の高圧ポンプの駆動エネルギーを除

いて外部からのエネルギーは不要である. ここで, 

装置の保温を完全なものとし, 熱交換率を0.80, 電

気代を12円1kWhと すると, 汚泥1m3の 電気代は

(150-20)〔C〕 ×4.2〔MJ/m3-SS〕×(1-0.8)/3.6

〔MJ/kWh〕×12〔kWh〕=364〔W/m3-SS〕 となる. 

なお, 1日 に下水処理場から1%濃 度の余剰汚泥が流

入水量に対して2%発 生する15)と流入水量1m3に 対

して, 20,000mg/Lの 余剰汚泥が0.01m3発 生するこ

とになるので, 汚泥処理コス トは3.6〔m3-原 水〕

となる. また, 電気エネルギー以外の低コス トの熱

源を用いれば, 処理コス トはさらに低減できる. た

だし, このコストに汚泥の濃縮, 移送および導入の

コス トは含まれない.

3. 可溶化液の生分解性

(1)概 説

 ここでは, 先に得られた知見を基に, 水熱反応に

よって可溶化処理された処理液の生分解性を検討す

るために回分式の生物処理実験を行った. 

(2)実 験方法

 可溶化液の生分解性を検討するために回分式の生

物処理実験を行った. 実験方法としては, 1Lの 三

角フラスコに表一4に 示す条件 となるように, 微生

物(下 水処理場汚泥と馴致汚泥:汚 泥濃度約2,000

mg/L)と 基質(ペ プ トン, 肉エキスを主成分とした

人工下水と可溶化液)を 合計500mL投 入 し, 所定

時間ごとにサンプリングを行い, DOCとMLSSを 測

定した. 実験に供 した可溶化液の水熱反応条件は, 

反応温度150Cと330℃, 反応時間60min, 注入汚

泥濃度10,000mg/Lで ある. 

 Run. 1～Run. 4で は, 投入基質濃度を3段 階に変化

させてDOCの 経時変化を測定し, Monod式 より動

力学パラメータを算出した. Run. 5～Run. 8で は, 人

工下水 と可溶化液の負荷の割合を5:1と してDOC

の経時変化を測定 した. 

 本研究では, 可溶化液により馴致された微生物を

馴致汚泥とした. なお, 1日 に下水処理場から1%

濃度の余剰汚泥が流入水量に対 して2%発 生する15)

として, その全量を水熱反応により可溶化した場合

の, 原水と可溶化液の負荷の割合を, 原水5に 対し

て可溶化液を1と 定めた. 馴致汚泥は, 表一1に 示

す性状の下水処理場返送汚泥を種汚泥とし, 水熱反

応温度150C・ 反応時間60min・ 注入汚泥濃度10,000

mg/Lの 条件で処理 した可溶化液を基質として1日1

サイクルのFill and Draw方 式で3週 間馴養した活性

汚泥である.

(3)実 験結果および考察

a)可 溶化液の生分解性

 図一13に 回分実験Run. 1～Run. 4のDOCの 経時変

化を示す. Run. 1, Run. 2と もDOCの 減少傾向はほ

ぼ同じであり, 反応温度による可溶化液の生分解性

に大きな違いは見 られなかった. また, これらはい

ずれも人工下水 と比較して分解を受けにくいことが

わかった. 馴致汚泥を用いた実験では, 生分解性が

かな り向上し, 6時 間後までにDOCが50%以 上分

解されている. しかし, 馴致汚泥でも6時 間以内で

分解できない成分があり, 約50%のDOCが 残存し

ている. 図一10に 示すように150Cで の可溶化液中

表一4 回分実験の実験条件
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の溶解成分は比較的分子量の大きい成分(エ チレン

グリコールで分子量約4,000Da以 上)である. また, 

図一12に 示すように, 可溶化液の生分解性は, 可溶

化液のBOD51DOCが1前 後の値(BOD5/CODc, が0.3

前後の値)で あ り, 微生物の馴致が必要であるが生

物処理できる範囲である16)と推定される. これらの

事実は, 下水処理場汚泥は溶解成分を分解する酵素

を有しているものの, その酵素活性を発現するまで

に本実験時間以上の時間を要することを示唆してい

る.

 次に, これらの結果を次式に示すMonod型 反応式

を用いて検討した. 

(1)

 ここで, dC/dt:基 質除去速度(mg/L・day), k:最

大基質除去速度定数(1/day), Ks:飽 和定数(mg/L), 

X:汚 泥濃度(mg/L), C:基 質濃度(mg/L)

 式(1)を 変換し, 図一14に 示すL-Bプ ロットか

ら, 最大基質除去速度定数と飽和定数を求めたもの

を表一5に 示す. 下水処理場汚泥を用いた場合の最

大基質除去速度定数および飽和定数は, 反応温度

330Cの 可溶化液の方がやや高いもののいずれも約

0.81/day, 約600mg/Lで あった. 先に, 可溶化処理

を行うときの反応温度が高い方が, より可溶化液成

分が低分子化されることを示 したが, 水熱反応によ

る低分子化は, 生分解性そのものの向上にはつなが

らないことが示唆された. また, これらは, 基質を

人工下水とした場合のパラメータと比較して, 最大

基質除去速度定数が約113で あり, 馴致を行った場

合でも約1/2で あった. 以上のことから, 可溶化液

には, 通常の排水中には含まれない成分が含まれて

いることが示唆された. 水熱反応による可溶化液の

生分解性については, 反応生成物の化学分析および

微生物の馴致等を含めて, 今後さらに詳 しく検討を

行う必要がある. 

b)混 合液(人 工下水+可 溶化液)の 生分解性

 図一15に 回分実験Run. 5～Run. 8のDOCの 経時変

化を示す. 混合液(人 工下水と150Cお よび330C

の可溶化液)を 下水処理場汚泥に投入したRun. 5お

よびRun. 6と 人工下水のみを投入 したRun. 8を 比較

すると, 実験開始直後からDOCの 減少傾向に大き

な差がみられ, 混合液の方が分解されにくいことが

わかった. また, Run. 5, Run. 6と もに, 6時 間後ま

でに処理 しきれなかった有機物がDOCと して約30

mg/L残 存した. このことから, 可溶化液が負荷とし

て約17%混 合 した場合, 流入下水の分解が阻害され

る可能性が示唆された.

 ところが, 馴致汚泥を用いたRun. 7で は, DOCの

減少傾向は人工下水のみを投入したRun. 8と ほぼ同

じであった. このことは, 可溶化液を原水と混合し

た場合でも, 微生物を馴致することにより, 6時 間

程度で生物分解できることを示している. 前述 した

汚泥の可溶化液の馴致汚泥による生分解性試験では, 

約50%のDOCが 残存しているのに対し, 可溶化液

と原水の混合液では, 原水のみと同等な処理水質が

得られている. 何故このような異差が生じたのか, 

現在のところ不明である. しかし, これまでに報告

した研究14),17), すなわち, スキムミルクおよび無

機塩類から調整 した人工下水を連続投入した活性汚

図 一13 回分 実 験Run. 1～Run. 4のDOCの 経 時 変化

□150C・ 下水処理場汚泥(Run. 1)

○330C・ 下水処理場汚泥(Run. 2)
△150C・ 馴致汚泥(Run. 3)

○ 人工下水 ・下水処理場汚泥(Run. 4)

図 一14 回分 実 験Run. 1～Run. 4のL-Bプ ロ ッ ト

□150℃・下 水処理場汚泥(Run. 1) △330℃・下 水処理場汚泥(Run. 2)

△150℃・馴 致汚泥(Run. 3) ○人工下水 ・下水処理場汚泥(Run. 4)

表一5 各Runの 動力学パラメータ
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泥法(原 水BOD 300mg/L, HRT 24時 間, SRr 20日)

においても, 余剰汚泥を200℃で1時 間水熱反応処

理し, 人工下水と混合して曝気槽へ投入 した実験系

(MLSS 3,000mg/L)の 処理水質は, 余剰汚泥を抜き

取った対照系(MLSS 2,500mg/L)の 処理水(BOD5:

5mg/L以 下, CODM:10mg/L以 下, TOC:10mg/L

以下)と 同等の水質が得られている. 

 以上のことから, 150C, 60minの 水熱反応によ

り余剰汚泥を処理した可溶化液を曝気槽へ連続的に

返送した系においては, 微生物が馴致され, 馴致さ

れた微生物が可溶化液を分解し, 余剰汚泥を抜き取

って排出する系と同等な処理水質が得られることが

示唆されるが, 今後, 余剰汚泥の可溶化液を原水と

混合して連続投入する活性汚泥法により, 可溶化液

の生分解性を実験的に調べる必要がある. 

4. おわ りに

 本研究では, 水熱反応を利用 した汚泥削減化シス

テムの基本設計に必要な水熱反応条件に関する知見

を得ることを目的とし, 下水処理場の返送汚泥を可

溶化処理 した場合における, 水熱反応温度, 反応時

間および注入汚泥濃度が, 汚泥の可溶化, 低分子化, 

ガス化の各特性に及ぼす影響, 水熱反応温度が, 可

溶化液の生分解性に及ぼす影響について検討 した. 

得 られた結果を以下にまとめる. 

(1)汚 泥の水熱反応は, 先ず, 加水分解反応により

 汚泥の構成物質が低分子化されて溶解し, 次に

 溶解成分のガス化が進行する逐次反応であっ

 た. 反応温度が高いほど, 反応時間が長いほど, 

 逐次反応が進行した. 例えば, 反応時間60min, 

 汚泥濃度10,000mg/Lの 実験条件では, 温度上

 昇 とともに固形成分 が急激 に減 少 して, 

 150C(0.6MPa)以 上ではほぼ一定(汚 泥可

 溶化率85%)に 達 し, 溶解成分は温度上昇と

 ともに増加 して180～210Cで 最大に達 して減

 少した. また, 溶解成分の生分解性は温度の上

 昇とともに改善 したが, その効果はわずかであ

 った. 

(2)反 応時間60minの 条件では, 150C以 上で汚

 泥の可溶化率は約85%で ほぼ一定 となるので, 

 装置化および運転コストから考えて, 150Cで

 の可溶化処理が適当と思われる. 

(3)反 応時間60min, 150Cの 条件では、反応に供

 する汚泥濃度は, 85%程 度の汚泥可溶化率を考

 えた場合5,000～20,000mg/Lが 適当であり, 返

 送汚泥, 濃縮汚泥などが適用可能である.

(4)汚 泥の溶解成分は, 通常の排水には含まれない

 物質であり, 下水処理場汚泥では分解性が低い

 が, 汚泥を馴致することにより分解性が改善さ

 れた. また, 150C, 60minの 水熱反応による

 可溶化液と人工下水の混合液は, 馴致汚泥によ

 り6時 間程度で生物分解された. 

(5)余剰汚泥を処理 した可溶化液を曝気槽へ連続的

 に返送した系においては, 微生物が馴致され, 

 馴致された微生物が可溶化液を分解 し, 余剰汚

 泥を抜き取って排出する系と同等な処理水質

 が得 られることが示唆されるが, 今後, 余剰汚

 泥の可溶化液を原水 と混合 して連続投入する

 活性汚泥法により, 可溶化液の生物処理特性を

 実験的に調べる必要がある. 

 今後, 本報で得 られた知見をもとに, 従来型の活

性汚泥装置に連続式水熱反応装置を組み込んだ連続

排水処理実験を行い, 可溶化液の生物処理特性を調

べるとともに, 水熱原応を利用 した汚泥削減化シス

テムの最適設計に必要なデータを収集する予定であ

る. 
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図 一15 回分 実 験Run. 5～Run. 8のDOC経 時 変 化

□150℃・下 水処環場汚泥(Run. 5)

△330℃・下 水処理場汚泥(Run. 6)

△150C・ 馴致汚泥(Run, 7)

○ 人工下水 ・下水処瑠場汚泥(Run. 8)
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STUDY ON THE VOLUME REDUCTION SYSTEM OF EXCESS SLUDGE 

 BY HYDROTHERMAL REACTION

Tomoaki OKUDA, Yasunori KOSAKI, Sadaaki MURAKAMI, 

 Shinsuke KASAHARA and Munetaka ISHIKAWA

The characteristics of solubilization of excess sludge by hydrothemmal reaction and the biodegradability of hydrothermally treated 

sludge were investigated. The effects of the reaction temperature, time and sludge concentration were evaluated. Experimental 

results suggested that (1) the hydrothemial reaction of the excess sludge was successive reaction, the solubilization of the sludge 

followed by the gasification, (2) the reaction time was shorten with the temperature increasing, (3) about 85% of the sludge was 

solubilized above 150C (0.6MPa), (4) the depolymenzation of the sludge cell was advanced with the temperature increasing, 

while the biodegradability was slightly increased, (5) the mixture of the hydrothemially treated sludge and the artificial sewage was 

biologically destructed in about 6 hours by acclimated microorganism. 
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